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歳入合計
150億４762万円

20 年度比
0.6％増

歳入の決算額
区　分 決算額 対前年増減

地 方 交 付 税 58 億 2619 万円 0.8％㆖
市　　　 税 24 億 6047 万円 2.5％➡
国 庫 支 出 金 19 億 1937 万円 71.0％㆖
諸　 収　 入 13 億 8220 万円 27.3％➡
市　　　 債 6 億 8360 万円 24.3％➡
県 支 出 金 5 億 4163 万円 8.5％㆖
分担金・負担金など 16 億 9203 万円 2.1％㆖
地方譲与税・各種交付金 5 億 4213 万円 5.6％➡

市税
16.4％

諸収入
9.2％

分担金・負担金など
（分担金・負担金、使用料 ･
手数料、財産収入、寄付金、
繰入金、繰越金）　11.2％

市債　4.5％

国庫支出金 
12.8％

県支出金　3.6％

地方譲与税・各種交付金
（地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等
譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、軽油･自動
車交付金、地方特例交付金、交通安全交付金）　3.6％

歳出の決算額（目的別歳出の状況）
区　分 決算額 対前年増減

土　 木　 費 31 億 1567 万円 13.0％➡

民　 生 　 費 26 億 2038 万円 9.9％➡

総　 務 　 費 21 億 9291 万円 14.9％㆖

公　 債 　 費 19 億 6382 万円 11.2％➡

教　 育　 費 16 億 5758 万円 90.2％㆖

衛　 生 　 費 8 億 5869 万円 8.4％㆖

商　 工　 費 7 億 9078 万円 1.0％➡

農林水産業費 6 億 9318 万円 6.0％➡

消　 防　 費 4 億　521 万円 6.2％➡
議 会 費 ･ 労 働 費
･ 災 害 復 旧 費 1 億 9209 万円 20.5％㆖

　飯山市の平成 21年度普通会計および特別
会計決算がまとまりました。今回はその状況
をお知らせします。
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平
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21
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度
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会

計
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計
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わ
せ
た
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は
、
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入
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収
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２
０
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。

　

普
通
会
計
（
一
般
会
計
に
福

祉
企
業
セ
ン
タ
ー
と
ケ
ー
ブ
ル

テ
レ
ビ
事
業
の
各
特
別
会
計
を

加
え
た
も
の
）
に
つ
い
て
、
歳

入
で
は
、
景
気
後
退
に
よ
る
法

普通会計とは
一般会計、福祉企業センター特別会計、ケーブ
ルテレビ事業特別会計をあわせたものです。

歳出の決算額（性質別歳出の状況）
区　分 決算額 対前年増減

普通建設事業費 25 億 1235 万 12.3％➡
公 債 費 19 億 6382 万 11.2％➡
繰 出 金 18 億 6200 万 0.9％㆖
人 件 費 19 億 2473 万 4.5％㆖
補 助 費 等 18 億  476 万 32.0％㆖
物 件 費 14 億9782 万 4.7％㆖
投資・出資金・貸付金 10 億 3480 万 2.0％➡
扶 助 費 10 億 7399 万 5.0％㆖
維持補修費、その他 8 億 1604 万 6.9％㆖

地方交付税
38.7％
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ま
れ
な
い
収
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め
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延
滞
金
、
預
金
利
子
、
宝
く

　
じ
収
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あ
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収
さ
れ
る
も
の
。
負

　
担
金
は
、
地
方
公
共
団
体
が
、
他

　
の
市
や
住
民
に
課
す
る
も
の
で

　

健
康
診
断
受
診
者
負
担
金
が
代

　
表
的
な
も
の

■
各
種
交
付
金･･･

国
税
と
し
て
国

　
が
徴
収
し
た
財
源
を
、
一
定
の
合

　
理
的
基
準
に
よ
っ
て
地
方
公
共
団

　
体
に
再
配
分
さ
れ
る
お
金

■
市
債･･･

市
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■
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方
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与
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国
が
国
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し

　
て
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収
し
、
そ
の
ま
ま
地
方
公
共

　
団
体
に
対
し
て
譲
与
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光
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な
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わ
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た
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農
業
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産
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消
防
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消
防
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な
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防
活
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人
市
民
税
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な
ど
に
よ

り
市
税
が
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２
５
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６
０
４
７
万
円
、
市
の
借

金
で
あ
る
市
債
は
、
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画
整

理
事
業
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な
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よ
り
2
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０
万
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6
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な
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た
。

　

歳
入
の
増
加
は
交
付
税
や
国

庫
支
出
金
な
ど
依
存
財
源
の
比

率
が
大
き
く
、
市
税
な
ど
自
主

歳
入
合
計
・
歳
出
合
計
と
も
に
昨
年
度
よ
り
0.6
％
増

節
度
あ
る
財
政
運
営
で
、
健
全
化
を
推
進

■市税の内訳
税目 決算額 構成比 増減率

固定資産税 12 億 1845 万 49.5％ 1.5％➡
市　民　税 9 億 6103 万 39.0％ 4.3％➡
市たばこ税 1億 3916 万 5.7％ 3.2％➡
軽自動車税 6975 万 2.8％ 3.1％㆖
都市計画税 6180 万 2.5％ 1.4％➡
入　湯　税 1028 万 0.4％ 18.5％㆖

平成 21 年度　普通会計・特別会計決算
平成 21年度
普 通 会 計
特 別 会 計

決 算
議会費・労働費 ･ 災害復旧費 1.3％

土木費
21.5％

民生費
18.1％

公債費
13.6％

総務費
15.1％

教育費
11.4％

商工費 
5.5％

衛生費
5.9％

農林水産業費 4.8％
消防費 2.8％

歳出合計
144億9031万円

20 年度比
0.6％増[　　　　]

※グラフ内の％は構成比です。※グラフ内の％は構成比です。

財
源
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減
少
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ど
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あ
り
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財
源
比
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3.9
ポ
イ
ン
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な
り
ま
し
た
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出　

普
通
会

計
の
歳
出
で

は
、
区
画
整

理
事
業
の
大
幅
な
減
少
に
よ
り
、

普
通
建
設
事
業
費
は
、
対
前
年
比

12.

３
％
減
の
25
億
１
２
３
５
万

円
、
借
入
金
の
返
済
に
あ
て
る
公

債
費
は
、
借
金
返
済
の
ピ
ー
ク
が

過
ぎ
、
新
規
の
借
入
を
抑
制
し
て

い
る
こ
と
に
よ
り
11.

２
％
減
の

19
億
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３
８
２
万
円
と
な
り
ま
し

た
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ま
た
人
件
費
は
、
一
般
職
の

退
職
手
当
の
増
加
に
よ
り
4.5
％

増
と
な
る
19
億
２
４
７
３
万
円
、

32
％
と
大
幅
に
増
加
し
た
補
助

費
は
、「
定
額
給
付
金
」
実
施
な

ど
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま

す
。
歳
出
全
体
で
は
0.6
％
増
の

１
４
４
億
９
０
３
１
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

普
通
会
計
以
外
の
特
別
会
計

（
８
ペ
ー
ジ
参
照
）
に
つ
い
て
も
全

会
計
に
つ
い
て
黒
字
決
算
を
計
上

す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

飯
山
市
に
お
け
る
健
全
化
判
断

比
率
（
9
ペ
ー
ジ
参
照
）
で
は
、

実
質
公
債
費
比
率
、
将
来
負
担

比
率
と
も
、
普
通
会
計
の
地
方
債

償
還
が
進
み
数
値
が
改
善
し
て
い

ま
す
。地
方
債
の
元
利
償
還
金
は
、

平
成
17
年
度
を
ピ
ー
ク
に
減
少
を

続
け
て
お
り
、
対
平
成
17
年
度

比
較
で
は
約
6
億
4
千
4
百
万

円
減
少
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
地

方
債
の
残
高
は
、
平
成
13
年
度

を
ピ
ー
ク
に
減
少
を
続
け
て
お

り
、
対
平
成
13
年
度
比
較
で
約

93
億
３
千
３
百
万
円
減
少
し
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
各
年
度
で
新
規
借

入
の
地
方
債
を
、
年
度
内
で
償
還

す
る
元
金
の
５
割
以
下
に
抑
制
す

る
こ
と
で
地
方
債
残
高
を
減
少
さ

せ
、
健
全
な
財
政
運
営
を
目
指
し

て
き
た
結
果
と
い
え
ま
す
。

　

今
後
も
国･

県
の
動
向
や
、
経

済
状
況
な
ど
に
注
視
し
つ
つ
、
適

切
な
長
期
財
政
推
計
に
基
づ
い
た

節
度
あ
る
財
政
運
営
に
努
め
て
い

き
ま
す
。


